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流通チャネルにおける取引コスト分析の展開 (2) 

林 美玉

I コントロール・メカニズムに関する研究

TCAにおいては，ガパナンス問題を回避する手段として垂直統合が中心に

語られてきた。ところが，完全統合は常に望ましく実行可能なものではない。

完全統合のためには相当な資金が必要であり 経済的・法律的な難問を乗り越

えることはそれほど容易ではなL、。その52全統合を代替するのが中間様式

(hybrids) である。

TCAにおける中間様式は 市場と垂直統合を両極にする連続線上の混合的

かつ中間的ガパナンス様式として位置付けられる (Wi11iamson[1991bJ)。し

かし，こうした分類は中間様式の形態を単純化しすぎて，市場と組織の連続線

上に存在しうる数多な中間様式の形態の区別を難しくすると指摘される。

Heide [1994J は，多様な中間様式を，市場での交換を除く「非市場関係

(nonmarket relationships) Jとして幅広く定義する。そして， i非市場関係J

に関する研究は，行動仮説や次元にかかわるガバナンス問題を，双務的な資産

特定的投資を促すことによる担保 (pledges) の形成，明示的かつ規範的な契

約 (contracts)，関係的規範 (relationalnorms)，パートナーの選抜 (sele-

ction) ，モニタリングなどのコントロール・メカニズム 1) を通じていかに管理

するかという側面に着目する。独立したチャネル・メンバーは，双方のコミッ

トメントを通じて顧客ニーズを高め，お互いの利益を高める。また，垂直統合

1) コントロール・メカニズムに関する実証研究は， Anderson and Weitz [1992]， Lusch and 

Brown [1996]， Heide and John [1992]， Stump and Heide [1996]， Lal [1990] を参照のこと。
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による官僚的構造の剛直性 (inflexibility)や非効率性 (inef:ficiency) を回避し，

統制の便益を享受できるのである。

近年のコントロール・メカニズムに関する研究は，ガパナンス問題に対して

個別のコントロール・メカニズムの効果に留まらず，コントロール・メカニズ

ムの複合的な効果を検討する研究へと移行する。

たとえば， Jap and Ganesan [2000] は，コントロール・メカニズムの効果

的な実行を通じて，チャネル・メンバーが資産特定的投資の潜在的ホールド

アップ問題2)をいかにコントロールするかについて，取引関係のライフサイク

ルごとに検証した。まず，小売業者が自らの資産特定的投資を防衛する手段と

して，サプライヤーによる資産特定的投資，関係的規範，明確な契約の 3つが

想定され，この 3つのコントロール手段の使用とサプライヤーのコミットメン

トとの関係を検証する。さらに，取引関係のライフサイクル(導入段階・成長

段階・成熟段階・衰退段階)によって，それぞれコントロール手段の適合性や

効果が変化すると仮定し，コントロール手段の使用とサプライヤーのコミット

メントとの関係をライフサイクルごとに検証する。最後に，コントロール手段

の使用とサプライヤーのコミットメントの水準が，成果の認識，コンフリクト

水準，関係満足度とどのよラに関係するのかをライフサイクルごとに検証する。

次に， Wuyts and Geyskens [2005] は，企業が新規の取引先を決める際，

取引先と詳細かつ明確な契約を交わすか，もしくは緊密な関係を保てるパート

ナー選抜プロセスを実施するかという 2つの戦略的意思決定を強いられる状況

で，組織文化 (organizationalculture) というのが戦略的意志決定にどのよう

に影響するのか，戦略的意志決定はパートナーの機会主義的行動を抑制する上

で，どの程度有効であるのかを検証する。組織文化の測定には，不確実性の回

避 (uncertaintyavoidance)，共同目標の追求 (collectivism)，パワーの格差

2) 契約当事者が，投資がサンクとなった後で不利な条件を押し付けられる，あるいは，他者の行

動による投資価値の下落を恐れるというピジネス一般の問題をホールドアップ問題 (holdup

problems) と呼ぶ。詳しくは， Milgrom and Roberts [1992]を参照のこと。
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(power distance) の3つの項目が用いられ，それぞれの戦略的意志決定に相

異なる影響を与えるという結果を導きだす。つまり，パートナーの選抜という

戦略はパートナーの機会主義を抑制する効果は優れるが，ある時点に達すると

機会主義を阻止することが難しくなり，他方，契約は，密接な関係で、ないパー

トナーが選択された場合， もしくは親密な相互契約のネットワークに埋込まれ

た関係に対してのみ効果的であるとする。

11 夕、イアド関係からネットワーク関係へと拡張する研究

TCAは， Commons [1934] の影響を受け，取引におけるダイアド関係を

主な分析単位としてきた。その結果 ダイアドの取引関係およびある時点にお

ける取引のみが研究の対象となり，時間の経過とともに変化する取引関係の側

面を捨象する傾向にあった。

分析の範囲をダイアド関係からネットワーク関係へ拡張することは，次のよ

うな意義を有する。第 1に，個別の取引は，その取引を取り巻く垂直的・水平

的取引ネットワークの中に存在し，直接的にせよ，間接的にせよ，他の取引に

影響される。 DiMaggioand Powell [1983] は，組織の意志決定プロセスは，

効率性は然る事ながら 限界や制限にも影響され，ダイアド関係における効率

性だけではなく，ネットワーク関係における制約をも考慮すべきであると指摘

する。第 2に，過去の取引における関係や経験は新規の取引に影響を与える。

たとえば， Gulati [1995] は，過去に合弁事業を展開した経，験がある取引先と

再び合弁事業を展開すると，公式的なガパナンスを構成(資本比率など)する

必要性は低いとする。最後に 当該の取引は打ち切られることなく継続される

という未来への期待は，現在の取引関係に影響を及ぼす。 Parkhe[1993] は，

戦略提携が資産特定的投資を伴う場合，これからも取引が継続するという未来

への期待 (theshadow of the future) は高まることを示唆する。というのは，

取引の継続性に対する確信は 同意事項を防衛するためのコストを削減させ戦

略提携の成果を増加させるからである。この研究は，個別の取引が時間の経過
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とともに，企業間関係における過去の取引経験や将来の取引継続への期待から

生み出されるインセンテイプによって，し、かにガパナンスされるのかを捉える

ものである口

上述の理由から，ダイアドだけではなく，ダイアドを取り巻く垂直的相互関

係に関する重要性は認識されてきた (Achrol，Reve and Stern [1983])が，

マーケテイ!ング・チャネルにおける実証研究は最近に始まったばかりである

(Antia and Frazier [2001]， Wathne and Heide [2004])。マーケテイング・

チャネルにおけるこのような研究の焦点の変化は，経済社会学の焦点が関係的

埋込み (relationalembeddedness) から構造的埋込み (structuralembeded-

ness)ヘシフトしたことと軌をーにするヘだとして，分析の対象を4者間以上

無制限に拡張することは難しく，ダイアド (dyad)からトライアド (triad)

への拡張にとどまる (Simmel[1950J)。

代表的な研究としては，まず， Wathne and Heide [2004]が，アパレル産

業におけるサプライ・チェーン・ネットワークを取り上げ，不確実性に適応す

るガパナンスのプロセスを明らかにするものがある。垂直的ネットワークは，

アパレル企業を基点にアパレル企業と独立小売業者で構成される川下のレベル

とアパレル企業とサプライヤーで構成される川上のレベルの 2つに分離される。

その上で，アパレル企業が川上のレベルでサプライヤーとの関係構築に用いる

ノfートナー選抜やインセンテイプ・デザインといったガパナンス・メカニズム

が，川下のレベルでの不確実性に適応する能力に，いかなる影響を与えるのか

を検証する。

さらに， Wuyts et al. [2004] は，統合的コンピュータ・ネットワークの購

3) つまり，経済的行動や成果が，経済主体のダイアド関係によっていかに影響されるのかという

関係的埋込みから，全ての関係のネットワークにどのように影響されるのかという構造的埋込み

へ変化する (Granovetter[1992] p. 33) ことで，ネットワーク関係に関する議論は盛んになる。

ここでの埋込み (embededness) とは 経済活動が特定の社会的・文化的・政治的・制度的文脈

に根付き社会に埋込まれているこ之を表す。そもそも経済人類学者のK.Polanyiが非市場社会

に関して用いた概念であるが，社会的ネットワークを重視する経済社会学者によって市場社会に

関しても用いられるようになった。企業間関係にかかわる詳しい埋込みの議論は， Uzzi [1997] 

を参照のこと。
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入または購入を希望する、企業をバイヤーとし コンピュータの製造業者(サプ

ライヤー)と仲介業者(ベンダー)との 3者間関係を想定する。バイヤーとベ

ンダーとのダイアド関係，ベンダーとサプライヤーとのダイアド関係，バイ

ヤー・ベンダー・サプライヤーのトライアド関係の 3つのレベルでネットワー

クの関係を検討する。ベンダーに対するバイヤーの選好度 (preference)を単

一従属変数として，それぞれの関係における集中度 (intensity)，協力度

(valence) ，サプライヤー数，直接接触の有無 (access) を独立変数として設

定し，それぞれのダイアド関係はトライアド関係を考慮することを明らかにす

る。

111 要約と結論

本稿では，まず，チャネル・メンバ一間の関係に焦点を当てた TCAに基づ

く実証研究の展開を理解することを目的とし，ガパナンス構造の操作化に関す

る研究， TCAの命題の妥当性に関する研究，コントロール・メカニズムに関

する研究，ダイアド関係からネットワーク関係へと拡張する研究の 4分野の文

献レビューを行ってきた。

他の全ての理論と同様に， TCAも新たな理論的・経験的発見によって着々

と進化しつつある。取引コストの実態に迫る研究というのは1970年代前半から

考案されるものの，取引の次元は1980年まで形式上明記されることはなかった

(J oskow [1988J)。近年になってマーケテイング分野を中心に多大な実証研究

の実績が顕われ，取引コストは直ちに重要な研究パラダイムに位置付けられた

が，今後なお基本的理論の側面における研究が必要である (Ranga叫 Corey

and Cespedes [1993J) 0 Williamson ([1992J p. 349) も， I取引コスト経済学

は，洗練かつ拡張されねばならない。限定され焦点が絞られねばならない。経

験的に分析されねばならない。」と指摘する。

確かに，初期の基本枠組みを検証する研究は，限界に達している感を否めな

い。基本枠組み通りに，ガバナンス構造の概念を操作化し，ガパナンス構造の
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妥当性を実言正するためには長期間にわたる統計データが求められるが，このよ

うなデータの測定や入手はほぼ不可能に近い。そのため代替的な測定尺度が考

案されたものの，それらの尺度が必ずしも適切であるとは言えない。例えば，

代理販売と直営販売もしくは委託生産と自社生産という区分を，市場と組織に

対応付けるとの見方がある。この見方に立てば，直営販売や自社生産の占める

割合の増加は，市場から組織へのシフトを意味し，直接販売の比率が90%の企

業と10%の企業では，前者が後者より内部組織に近いと結論付けられる。果た

して，このような解釈に問題はないのだろうか。

材高が目白勺とするチャネル・メンバ一間における協調的関係を分析する上で

は，取ヲlコストの要因になるガバナンス問題をいかにコントロールすべきなの

か，各々のコントロール・メカニズムの役割，適合性，相互依存性などを究明

することがより有効であると思われる。さらに， TCAの分析対象が，そもそ

もダイアドの取引関係を想定していたことを指摘し，流通チャネルにおける

TCAの体系化の方向性を以下で示す。

まず，水平的な複数の取引先を分析の射程に収めるための拡張である。これ

までの TCAでは，あたかも， 1つのキ邸哉は， 1つのガバナンス構造のみを選

択しているカョのような取り扱いをしてきた。しかし，ある組織の取引全体を，

ダイアドの取引の単なる累積として捉えるだけでは不十分である。実際の企業

のガパナンス構造は 代替的な様式の中から 1つの様式が選択されるものでは

なく 2つιよ上の様式を同時に併用する複合様式 (pluralforms) 4)が一般的で

ある。たとえば，全世界にチェーン展開するマクドナルドの場合，直営庖とフ

ランチャイジーとしての加盟庖の割合は， 26.5 (8，010庖舗)対73.5(22，179 

届舗)であり，直営庖ないし加盟庖のどちらかの 1つのチャネルを選択してい

るのではなく，複数チャネル戦略を取っている。日本のコンビニエンス・スト

ア最大手企業であるセブンーイレブンの場合も，加盟庖が圧倒的に多いものの，

4) 複合様式に関する詳しい議論は， Bradach and Eccles [1989]， Dutta et al. [1995]， Bradach 

[199汁， Mols [200叫を参照のこと。
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